
資料２－３

取組スケジュール

基本的な方針 主な取組状況 今後の取り組み

《港湾ＢＣＰの策定》

・災害時の輸送ルートの確立に向けた
調査・復旧体制の確保

・緊急物資輸送にかかる行動計画体制（案）
作成

・緊急物資以外の物流活動の復旧方策
の策定

・港湾の航路啓開活動手順（指針（素案））作成
（第四管区海上保安本部、中部地方整備局）

・航路啓開「くまで」作戦の公表 （中部地方整備局）
･港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）作業部会の設置
・港湾機能継続計画（案）＜緊急 物資輸送活動編＞の作成
（以上、伊勢湾の主要な港湾）

･静岡県内の港湾において機能継続計画（緊急物資輸送）
の策定 （静岡県内の港湾）

・港湾機能継続計画（案）＜緊急物資輸送活動編＞の拡充
･港湾機能継続計画＜緊急物資以外の物流復旧活動編（仮称）＞
の検討･作成 （以上、伊勢湾の主要な港湾）

･「港湾防災対策協議会（仮称）」の設置･運営により防災関連情報
の周知等を行う。 （四日市港、名古屋港）

･静岡県内の港湾の機能継続計画（緊急物資以外の物流）の策定
（静岡県内の港湾）

《基幹的広域防災拠点》

《広域連携》

・湾内の航路に対する迅速な航路啓開
・大規模災害時における広域的な港湾間連
携の実現（港間、湾内、湾間連携）

・伊勢湾における緊急確保航路の指定に向けた検討
（伊勢湾の各港）

・広域的な連携体制の構築、フォローアップ （各港）
･災害廃棄物処分場の候補地選定、及び広域連携体制の構築 （各港）

・三大湾の「緊急確保航路」の指定について検討中
（伊勢湾の各港）
・大量の漂流物の発生を想定した広域連携訓練の実施 （各港）
･広域的な災害廃棄物処分場の確保について検討中 （各港）
･静岡県内の広域的ながれき処分体制について検討中
（静岡県内の港湾）

･防災拠点の広域的なネットワーク
の形成

･名古屋港が基幹的広域防災拠点に位置付け（名古屋港）
・名古屋港内の金城地区を整備候補地として選定 （名古屋港）

・港湾計画への位置付け （名古屋港）
・具体的な施設の整備方針の検討 （名古屋港）
･国の防災対策に関する計画への位置付け （名古屋港）

平成２５年度以降

緊急物資輸送輸送
に係る行動計画の
策定

産業貨物輸送活動
の復旧方策

静岡県内の港湾
静岡県みなと事業
継続計画の策定

基幹的広域
防災拠点

広域連携

平成２４年度

伊勢湾の
主要な港湾

港湾ＢＣＰ

防災拠点ネットワーク形成に向けた
取り組み

広域連携に資する取り組み

各港 港湾機能継続計画

作業部会
適宜開催予定

緊急物資輸送にかかる行動計画（案）の作成 緊急物資輸送にかかる行動計画（案）の充実

産業貨物輸送活動方策の検討

「駿河湾港アクションプラン」推進計画検討委員会にて検討中

緊急確保航路等の検討

名古屋港内の候補地選定 及び 具体的な施設整備の方針（案）の策定に向けた検討
防災拠点のネットワーク形成に

向けた検討

広域連携方策の検討

広域的な災害廃棄物処分場の確保について検討

広域連携訓練の実施

1

○港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）の検討体制を構築し、緊急物資輸送活動編の計画（案）を策定。
○名古屋港を基幹的広域防災拠点に位置付け。(H24.11) 名古屋港内の金城地区を整備候補地として選定。(H25.3)
○三大湾における震災時の物流機能早期復旧に向けた「緊急確保航路」の指定を検討中。また、名古屋港にて大量の漂流物が
発生した想定での広域連携訓練を実施。(H25.2.7)

【官民連携した防護のあり方】 中部の港湾における官民連携した防護のあり方について

※伊勢湾の主要な港湾：三河港、衣浦港、名古屋港、四日市港、津松阪港



【趣旨】
■中部地方整備局では、とりわけ逼迫する東海・東南海・南海地震や内閣府中央防災会議で想定する南海トラフ巨大地震に対する防災・
減災対策を推進するため、管内の主要港湾において、関係者で構成する検討会議を平成２３年９月より順次設置・開催している。

■その中で、防波堤、防潮堤の粘り強い構造への改良等の対策とともに、避難誘導計画や港湾機能の継続・早期復旧に向けた行動計画
（港湾ＢＣＰ）の策定等の必要性が示された。

■管内の主要港湾における港湾ＢＣＰの策定に向けた具体的な作業を行うため、中部地方整備局及び港湾管理者が中心となり、
関係行政機関、業界団体等の実務担当者で構成される作業部会を昨年１１月より順次設置・開催しており、名古屋港においても開催した。

【メンバー】
■座長 ： 川田 貢

（中部地方整備局 名古屋港湾事務所長）
■副座長： 小池 信之

（名古屋港管理組合 総務部
防災・危機管理担当部長）

■構成員：日本埋立浚渫協会 中部支部
愛知県建設業協会
名古屋港運協会
中日本高速道路（株）名古屋支社
愛知県 建設部
名古屋市 緑政土木局
名古屋海上保安部
中部地方整備局 道路部
中部地方整備局 名古屋国道事務所
中部運輸局

※構成員については、検討内容や進捗状況に応じて、適宜拡充を図
る予定。

■事務局： 中部地方整備局
名古屋港管理組合

【これまでの取り組み】
■各港の地震・津波対策に関する基本方針

→官民連携した防護対策のあり方の一つとして、関係機関・民間団体等
と連携し、港湾ＢＣＰを策定することを明記（H24.6）

■中部地方整備局及び海上保安本部による港湾の航路啓開活動手順
（指針（素案））作成（H24.3）

■関係機関との災害協定等締結
・中部地整（港湾関連）と建設業界団体等（４協定：H24.4.26締結）

■地震・津波対策検討会議（第４回）（H24.6）
・港湾における初動体制の確保
→伊勢湾・三河湾内における海上からの緊急物資輸送ルートの確保
（伊勢湾「くまで」作戦）

【主な検討概要】
■緊急物資輸送にかかる行動計画（案）の作成（H24年度～）
○被災状況の調査行動計画・体制（案）
○対象箇所別の復旧行動計画（案）
○緊急物資輸送行動計画（案）

■緊急物資以外の物流活動方策の検討（H25年度より本格始動）

■広域連携方策の検討（H25年度より本格始動）

《港湾ＢＣＰの策定》 （事例）港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）作業部会の設置（名古屋港）
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■緊急輸送ルートの確保
【陸上】：地域防災計画で設定
【岸壁】：港湾計画及び地域防災計画で

設定
【航路】：

国（中部地方整備局等）、港湾管理者
で設定
→第一次、第二次緊急輸送航路

港湾ＢＣＰ作業部会のメンバーを中心にして、各関係者が災害時における港湾機能の早期回復に資する具体の行動
計画・体制（案）（港湾ＢＣＰ）を作成

各施設の被災から復旧までを想定（仮
設定）し、港湾機能継続計画を策定する。
→全ての対象施設が何らかの被災を受
けた状況を想定し設定

各関係者の担いうる役割
及び実施体制等の整理

○被災状況の調査行動
計画・体制（案）

（航路、陸路）

○対象被災箇所別の復
旧行動計画・体制（案）
→全体計画

・各関係者別計画
・箇所別計画

■緊急物資輸送にかかる
行動計画（案）の作成

平成２４年度 平成２５年度以降

○ルート上の各施設
別（岸壁・橋・道路
等）の被災レベルに
応じた復旧方策の
検討

○関係者連絡先等の定期的な更新と体制の確保

○対象施設と復旧
方策の拡充

●伊勢湾の港湾区域
外の啓開体制の構築

●啓開情報公表システム
の構築

●駿河湾：主要港の手順
書（案）の検討

●手順書等の見直し

■航路啓開活動手順の具体的検討及び陸上啓開のオペレーション計画との調整
→水域・陸域啓開作業
→関係者の連絡調整体制の構築
→ボトルネックの洗い出し（作業機械、船団及び基地の確保等）
→実施者の調整

＜調整事項＞

緊急物資以外の物流活動方策の検討

広域連携方策の検討

■緊急物資輸送にかかる行動計画（案）の充実

○緊急物資輸送行動計画・
体制（案）

《港湾ＢＣＰの策定》 港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）策定の検討スケジュール（案）
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【取り組み状況】
■第１回作業部会（H24.11.16）
・本作業部会の趣旨説明、港湾ＢＣＰの概要説明
・災害時の港湾機能の早期回復を果たすための手順や体制確認・構築を主目的とした緊急物資輸送にかかる行動計画（案）を作成する
方針を示した。

■第２回作業部会（H25.2.28）
・東日本大震災における港湾施設の被害、港湾の初動対応等について説明
・緊急物資輸送にかかる行動計画（案）のとりまとめ
・今後の検討内容等について
→緊急物資輸送にかかる行動計画（案）の充実
→緊急物資以外の物流活動方策の検討（H25年度より本格始動）
→広域連携方策の検討（H25年度より本格始動）

①緊急物資輸送ルートの設定（案）
→緊急物資輸送対応用の耐震強岸壁を有する潮凪ふ頭、大江ふ頭を利用して、名古屋市内等への
緊急物資輸送を優先業務として設定する。

②緊急物資輸送にかかる主な関係者と役割（案）
→緊急物資輸送ルートの確立に向け、各関係機関・団体等が担いうる役割を確認する。

③緊急物資輸送にかかる関係者別の行動計画（案）
→発災直後から防災拠点へ緊急物資を輸送する間の各関係機関・団体等が実施すべき重要業務を確認する。

④情報連絡系統図（案）・連絡先一覧（案）
→上記の重要業務毎の関係者間の連絡・情報共有体制を整理する。

今年度については、まず災害時の港湾機能の早期回復を果たすための役割・手順や体制確認を主目的として作成

名古屋港 港湾機能継続計画（案）＜緊急物資輸送活動編＞の概要

《港湾ＢＣＰの策定》 （事例）港湾ＢＣＰ策定に向けた平成24年度検討概要（名古屋港）

4



■緊急物資輸送にかかる主な関係者の役割（案）【抜粋】

■緊急物資輸送にかかる関係者別の行動計画（案）【抜粋】

※上記記載要領に基づいて、他の関係機関・団体等における緊急物資輸送にかかる関係者の役割、行動計画（案）を作成

区
分

主体
役割

根拠
現状把握 応急復旧 緊急物資輸送

行

政

機

関

名古屋港管理組合

・防潮扉、堀川口防潮水
門、中川口閘門の閉鎖

・被災情報の収集
・施設点検、使用可否判
断

・港湾施設の応急復旧
・航路啓開、臨港道路啓
開
・応援要請

・緊急物資輸送活動に関
する支援
（航路、泊地、岸壁、ヤー
ド、臨港道路等の提供）

名古屋港管理組合業
務継続計画【地震編】

中部地方整備
局

港湾空港部、名古屋港湾
事務所
道路部、名古屋国道事務
所等

・被災情報の収集
・施設点検、使用可否判
断

・施設（耐震強化岸壁、
ヤード、緊急輸送道路等）
の応急復旧
・航路啓開、道路啓開

・緊急物資輸送活動に関
する支援

中部地方整備局業務
継続計画

達成業務 参集、情報収集 保有施設の点検等 応急復旧の調整
応急復旧

（航路（道路）啓開等）
運搬（防災拠点へ）

行

政

機

関

名古屋港管理
組合

■参集
■被災情報等の把
握

■港湾施設の緊急点
検・被災状況の把握
■最低限の緊急輸送基
盤の確保
■国等との協働復旧

【施設復旧、航路・臨港道路啓開の調
整】
■災害協定団体への協力要請
■人員、資機材等の確保に関する調
整
■国等関係機関への要請（連携）調
整

■航路啓開
■臨港道路啓開
■施設の応急復旧

■緊急物資輸送活動
に関する支援

中部地方整備
局
港湾空港部
名古屋港湾事
務所

■参集
■被災情報等の把
握

■港湾施設の緊急点
検・被災状況の把握
■最低限度の緊急輸送
基盤の確保
■港湾管理者の復旧支
援

【施設復旧、航路啓開、船舶の派遣】
■災害協定団体への協力要請
■人員、資機材等の確保に関する調
整
■支援要請に基づく船舶の出動可否
判断
■航路啓開に係る手順書に基づく調
整

■航路啓開
■施設の応急復旧

■緊急物資輸送活動
に関する支援

《港湾ＢＣＰの策定》 （事例）港湾ＢＣＰ策定に向けた平成２４年度検討概要（名古屋港）
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伊勢湾「くまで」作戦 駿河湾「くまで」作戦

第一次緊急輸送航路

【海上からの「くまで」作戦】

第二次緊急輸送航路

公共耐震強化岸壁
（整備済、整備中）

公共岸壁（水深7.5m以上）

【道路啓開「くしの歯」作戦】

高規格幹線道路等の広域ネットワークライン
（step1）

太平洋沿岸部に繋がるライン（step2）

太平洋沿岸沿いのライン（step3）

凡例

【航路啓開の様子(石巻港)】

6

《港湾ＢＣＰの策定》 港湾における初動体制の確保～伊勢湾･駿河湾くまで作戦～

イメージ図 イメージ図
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《広域連携》 広域連携方策の検討



司令塔本部機能

高次支援機能
・広域防災拠点の支援
・広域災害対策活動の拠点

拠点配置範囲
（半径概ね5km）

基幹的広域防災拠点および
広域防災拠点の配置

中部圏地震防災基本戦略（平成24年１１月５日）より中部地方整備局作成

基幹的広域防災拠点

広域防災拠点

現地の司令塔
（現地対策本部）

陸 海 空

全国・海外からの応援
物資、広域支援部隊等

広域
防災拠点

広域
防災拠点

広域
防災拠点

広域
防災拠点

広域
防災拠点

広域
防災拠点

防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点 防災拠点

空港
港湾高速

道路

広域防災拠点のネットワークイメージ図

地方公共団体の
防災拠点

基幹的広域防災拠点
（高次支援機能）

静岡空港、名古屋飛行
場、名古屋港

○基幹的広域防災拠点（司令塔本部機能）
・司令塔本部機能を有する拠点

○基幹的広域防災拠点（高次支援機能）
・広域防災拠点を支援する機能を有する拠点。
・空港、港湾を活用し、発災直後から極めて広い範囲
をカバー。

・海外からの支援物資・人員も受入れ、広域を支援。
○広域防災拠点
・高次支援の基幹的広域防災拠点と連携した物資の
受け取り、国の広域支援部隊の一次参集拠点。

・県域を越えて、国と県が協力して活動する拠点。

中部圏における防災拠点の広域的なネット
ワークを形成するための防災拠点の配置

基幹的広域防災拠点
（司令塔本部機能）

愛知県三の丸地区、静岡県庁

「中部圏地震防災基本戦略(最終とりまとめ)」（H24.11）において、基幹的広域防災拠点（司令塔本部）として愛知県の三
の丸地区、静岡県庁、基幹的広域防災拠点（高次支援）として静岡空港、名古屋飛行場、名古屋港が位置付けられた。

名古屋港

《基幹的広域防災拠点》 中部圏における基幹的広域防災拠点の配置検討案
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《基幹的広域防災拠点》 名古屋港における基幹的広域防災拠点の機能

荷捌き地や支援活動拠点と
なるオープンスペース、航路
啓開のしやすさ、背後の緊急
輸送道路とのアクセス性等を
踏まえ、具体的な適地につい
て検討を行った。

大型船舶による緊急物資や
人員の輸送

緊急支援物資等を陸揚
げする耐震強化岸壁

・緊急支援物資の中継・分配機能
・自衛隊等のベースキャンプ機能
・災害救助用ヘリのためのヘリポート

港湾における防災拠点のイメージ

物資輸送のため
の臨港道路

「中部圏地震防災基本戦略」において、道路や鉄道が被災し、陸上輸送による大量の緊急支援物資の輸送が不可能と
なった場合、緊急物資輸送の拠点となる基幹的広域防災拠点（高次支援機能）が名古屋港に位置づけられた。

名古屋港における基幹的広域防災拠点の整備候補地

木曽川に整備している

防災桟橋

オープンスペースを活用したヘリコプターの着陸

（平成22年2月東扇島基幹的広域防災拠点訓練）

小型船舶に積み替え、河川や運
河を経由し、都市部へ輸送

金城地区
（金城ふ頭・空見ふ頭）
基幹的広域防災拠点の
整備候補地として選定

西部地区
（鍋田ふ頭）
広域防災拠点

候補地

南部地区
（北浜ふ頭）
広域防災拠点

候補地

基幹的広域防災拠点へ陸揚
げし、背後の被災地へ運搬

「中部圏基幹的広域防災拠点ワーキング」(事務局：中部地方整備局企画部)における内閣府や名古屋港管理組
合をはじめとする関係機関との議論を踏まえ、平成25年3月25日に名古屋港内の金城地区を整備候補地として選定した。

耐震強化岸壁を活用した建設重機の陸揚げ

（平成22年2月東扇島基幹的広域防災拠点訓練）

名古屋港内の具体的な整備候補地の決定

現在の中部圏の基幹的広域防災拠点検討状況
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白鶏船着場（整備中）船頭平船着場

白鶏防災拠点

船頭平防災桟橋

桑原防災船着場（計画）

多度防災船着場（計画）

立田防災船着場（計画）

船頭平防災桟橋（既設）

白鶏防災船着場（計画）
住吉防災桟橋（既設）

横井地区船着場（既設）

一色大橋船着場（既設）

白鳥橋船着場（既設）

宮の渡し船着場（既設）

ガーデンふ頭船着場（既設）

潮見ふ頭船着場（既設）

金城ふ頭船着場（既設）

堀止船着場（計画）
納屋橋船着場（既設）

朝日橋船着場（既設）

納屋橋船着場

ｶﾞｰﾃﾞﾝふ頭船着場

木
曽
三
川

庄
内
川

中
川
運
河

堀
川

※木曽三川において、「（計画）」とあるのは、河川整備計画において計画されているものを記載しているものであり、今後の河川の状況等により、必要に応じて変更されることがある、
また、中川運河及び堀川の整備箇所については、現状において水上交通の船着場として利用されているものである。

港湾区域の整備箇所

河川区域の整備箇所

計画箇所

既設箇所 城南防災船着場（計画）

参考資料 河川・運河の船着場の整備状況（木曽三川、庄内川、堀川、中川運河）
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物流、産業、エネルギー等の諸施設が集積し、わが国の経済を牽引する三大湾（東京湾、大阪湾、伊勢湾）地域にお
いて、埋立護岸の老朽化、狭隘な水域における船舶の輻輳や避難水域の不足等の災害に対する脆弱性を払拭し、物
流・産業活動の早期復旧のための体制づくりを行うため、港湾法の改正を検討中。

○国土交通大臣が一般水域のうち重要拠点に至る航路について、緊急確保航路として指定し、災害時は応急公用負担も行使し
つつ、迅速に啓開することができる制度を創設する（三大湾）

○国土交通大臣が開発保全航路の一部として船舶の待避用の泊地を指定し、開発・保全することができる制度を創設する（東京湾）

○技術基準対象施設の管理者に対して、港湾管理者が維持管理状況につき、立入検査、勧告等を行うことができる制度を創設
する（全国）

○災害時の港湾機能維持のため、港湾広域防災協議会を設置する（三大湾）

東京湾における航路機能の維持・早期復旧対策（案）

東日本大震
災発災当日
3月11日（金）
14:00～24:00

大型船舶の避難場所の確保が困難となり、
事故発生の恐れ

東京湾における船舶の避難状況

改正概要改正概要

航路の啓開作業（障害物の引き揚げ）

液状化による護岸の被災

津波により貨物が港湾区域外まで流出
し、船舶の入出港が困難になる恐れ

東日本大震災を踏まえた三大湾における地震・津波対策上の課題

航路沿いの港湾施設が被災し、船舶
の入出港が困難になる恐れ

避泊船が密集

必要な対策
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三大湾：東京湾、伊勢湾、大阪湾

《広域連携》 震災時の物流機能の早期復旧に向けた取り組み



中部圏地震防災基本戦略（最終とりまとめ）において示された“大量の災害廃棄物の発生を想定した広
域連携体制の整備”について、「大規模災害時の廃棄物処理に関する連絡会」において検討を進めて
いる【幹事：中部環境事務所 副幹事：関係各県】

○利用可能な国有地等のリストアップと災害廃
棄物の大規模仮置場の候補地の確認

○①各県内における市町村と関係団体の、②市
町村間の、また、③管内各県間の、連携体制・
相互援助協定等の締結状況の確認

○上記について追加的なアクションが必要な内
容の確認と、その実施のフォロー

災害廃棄物処理に関する連携体制の明確化

《広域連携》 広域的な災害廃棄物処分場の確保についての検討と連携体制の構築
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【県内の広域的ながれき処分体制の支援のイメージ（清水港／御前崎港）】

廃棄物処理⽤地の指定
（県内の災害発生がれきの受入）

埋⽴護岸ラインは
岸壁構造物分の幅を考慮

県内の災害発生
がれきの受入

興津埠頭間
貝島

平成32年
埋⽴完了予定

《広域連携》 （事例）静岡県内の広域的ながれき処分体制への支援

○静岡県では、県で災害廃棄物の発生量を推計※し、東日本大震災における被災３県（岩手県、宮城県、
福島県）のがれき発生推計量に匹敵する規模であることを確認。

○現在、駿河湾港では、清水港や御前崎港において廃棄物処理用地や埠頭整備に伴う埋立計画が位
置づけられており、被災後のがれき処分場として利用可能なエリアを有している。

※推計は静岡県第３次地震被害想定（東海･東南海･南海地震）に基づく。推計によると、静
岡県内で約2624万トン。（東日本大震災では約2669万トン（H25.1時点）と推計されている）

清水港 御前崎港
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《広域連携》 広域連携訓練（名古屋港会場） 平成25年2月7日

名古屋港において甚大な被害や大量の漂流物が発生した想定で、漂流者の捜索・救
助・緊急搬送、港湾施設の被害状況調査、海上航路啓開、緊急物資輸送、ライフライ
ン事業者による被災地支援・応急復旧、海上流出油回収訓練などを実施した。

漂流者の救助 被害状況調査

航路啓開 緊急物資輸送

漂流者の捜索

ライフラインの復旧
（衛星移動基地局）
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